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資料１ 
 

フランスにおける中間書庫について 

                             

 

（１） 概要 

・当初の中間書庫についてはパリ郊外のフォンテーヌブローにおかれた現代公文書センタ

ーにおける集中管理方式がとられたが、各省の保存管理が良好でない中で文書の移送が

行われたため、同センターでの記録保存業務が処理可能量を超えた。その結果、1986 年

に各省に中間書庫を置き、記録保存の責任を持たせる分散管理方式へ転換した。 

・その際には、文書管理標準が文化通信省公文書館局によって作成され、各省においては

この標準を省の職務にあわせて適用し、省内文書の管理と保存を担当するミシヨンとい

う名のチームがおかれた。ミシヨンは各省所属の職員と、現代公文書センターに所属し、

各省に派遣されているミシヨネールからなり、省内各局と協議を重ねて省内文書の保存

と管理に従事している。 

・省によってミシヨンの組織やその管理体制は異なる。しかし、公文書館局は各省と交渉

して、全体の管理水準を向上させるようつとめている。またミシヨンも、省内各局の文

書管理を検査し、「科学的・技術的」な文書の保存管理を行うよう交渉・助言している。 

 

（２） ミシヨンの組織構造 

・ 公式には現代公文書センターに所属するミシヨネールが、各省に派遣される形をとる。

各省で執務をするケースと、公文書館局で執務をして検査や協議の際に各省へ行く場合

とがある。ミシヨネールは、それを指揮する公文書館局担当者とともに、月に１～２回

連絡会議を持つ。 

・公文書館局及びミシヨネールは、「コントロール権」という権限をもつ。これは、中間書

庫で適切な保存がなされているか、適切な手続で廃棄がなされているか検査し、各省の

文書管理システムに対して助言するといった内容の権限である。 

・ミシヨネールはコンサルバトゥールという資格を持つ歴史的文書の保存の専門家である。 

・ミシヨネールが省に派遣される場合は、省の職員である文書担当官とチームを組む。こ

れは「ミシヨン」と呼ばれている。雇用社会連帯省の場合は、１０名の職員でミシヨン

が構成されており、そのうちアーキビストはミシヨネールを含めて４名である。 

・ミシヨネールの役割は、多くの場合、公文書館局と各省とが個別に交渉をして協定文書

を作成することによって規定される。その際には、ミシヨンを大臣官房など局横断的な

管理を可能とする部局に配置するよう公文書館局から要望を出している。雇用社会連帯

省の場合、ミシヨンの業務は、①文書の検査・確認（廃棄文書の識別、移管の許可、文

書管理表の確認等）、②書庫の管理、書庫に移送された文書の管理、③文書の分類などか
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らなる。 

 

（３） 中間書庫の管理形態 

・各省の予算で管理されている 

・管理の現状は省の保存スペースや、ミシヨネールと省との間の交渉の結果によって異な

る。 

※この仕組みのメリットは、公文書館局と各省、ミシヨネールと各省職員との交渉を通じ

て、各省とその職員が責任を持って文書を管理するという体制が整えられたことである。

ミシヨネールの役割は、各省職員に対する「科学的・技術的」文書管理のための教育・

指導の性格をもっている。 

 

（４） 文書管理表の作成 

・管理表の作成基準を公文書館局が作成する。文書のカテゴリー、保存期間、最終的な処

分などの諸項目について記載する形式が全省庁的に共有されている。 

・これを下敷きにして、省の業務にあわせた管理表がミシヨンと各局との共同作業を通じ

て作成される。管理表は、公文書館局、現代公文書センターも把握している。 

・管理表に記載された文書は、「プレアーカイブ化」することが定められた場合に、中間書

庫に収納される。 

・文書の廃棄については公文書館局の許可を要する。許可なく廃棄を行った場合は刑事罰

の対象となるが、これまでにそのような司法手続が発動されたことはない。また中間文

書の閲覧についても、公文書館局の同意を要する。 

・雇用社会連帯省の場合、日本でいう現用文書は執務室内または廊下のキャビネットに保

管される。これについては当該部局の同意なしにミシヨネールが見ることはできない。 

 

（５） ２００６年報告書による改革の方向 

・公文書館局とミシヨンの役割の明確化を図る。具体的にはミシヨネールを公文書館局の

所属とすることが検討されている。 
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公文書等の中間段階における集中管理の仕組みに関する研究会 

フランス調査記録 

 
調査者 
    牧 原   出（公文書等の中間段階における集中管理の仕組みに関する研究

会委員、東北大学法学部教授） 
長 野  浩 二（内閣府大臣官房管理室公文書館担当主査） 
小 原  由美子（国立公文書館公文書専門官） 

 
 
Ⅰ．フランス公文書館局（Direction des archives de France) 
   Élisabeth Rabut  Chef du service de l'inspection générale 
      （エリザベス・ラビュ 公文書総括監察長） 
   Christine Martinez  Chargée des relations internationales 
    （クリスティン・マルティネズ 国際関係担当官） 
 

１．中間書庫の概念 
中間書庫の概念は古くからあるが、法律的定義は、1979 年のデクレ（注）で初めて

定められた。中間文書は、日常的に使われなくなり執務室内に置いておく必要性はなく

なったが、行政機関や利用を希望する市民に対し、有用性を持つため保存される文書で

ある。定められた保存期間満了後は、廃棄するか、公文書館に移管して永久保存するか

を決定する。この中間文書の管理については、長い間、行政機関及び地方公共団体にお

いて、公文書館局と国立公文書館のアーキビストが協力して、実際的な管理を行ってき

た。 
 
（注） 

「公文書館の管轄、及び公文書の収集、保存、閲覧のための行政機関間の協力に関する 1979年

12月 3日のデクレ第 79-1037号」（DÉCRET N° 79-1038 DU 3 DÉCEMBRE 1979 relatif à la 

communicabilité des documents d'archives publiques） 

 

第 2条  

フランス公文書館局は、国および県の公文書を管理する。また、外務省ならびに国防省の公文書

以外の公文書を監督する。フランス公文書館局の任務は以下の通りである。（中略） 

b）公文書館に保存される前の中間書庫に、各書庫の規定にそって寄託されている中間文書の
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保存または保存の監督 

第 13条 

以下に掲げる記録は、中間文書と見なされる： 

a) 現用文書と見なされなくなった記録 

b) 行政的利益のために、下記の第 16条に従い評価選別および除外の対象とすることが未だ

出来ない記録 

中間文書の保存は、特別の保管所、すなわち、フランス公文書館局が管理する、またはその監

督下にある、いわゆる中間書庫において保証される。 

中間書庫がない場合、中間文書は、フランス公文書館局の監督下にある部局、公施設法人なら

びに諸機関の建物内、あるいは、フランス公文書館局の管轄する文書保管所に保存される。 

第 15条 

 以下の事項は、中央省庁とフランス公文書館局の合意により定められる： 

  1. 現用文書として利用される期間 

  2. 中間文書として保存される期間 

  3. 中間文書としての保存期間満了後の最終的な方向付け： 

    a) 評価選別の後、または評価選別なしに、直ちに、または一定期間を経過した後、全

て、または一部を除外する 

    b) 最終文書として、フランス公文書館局の管轄下またはその監督下にある保管所に移

管する 

 
２．2001 年首相通達（Circulaire du 2 novembre 2001 relative à la gestion des archives 

dans les services et établissements publics de l'Etat） 
○ 近年行われた行政手続、機構改革のプロセスを受けて、文書そのものを作成する

機関の責任というものを明らかにする必要性が出てきた。まず、文書作成者に文書

の作成・保存についての責任を認識させ、文書管理を強化しなくてはならない。各

省とアーキビストが連携した上で、決められた手続きを経て文書が適切に管理・保

存され、永久保存されるものが選別され、移管されるプロセスが厳密に行なわれな

ければならない、と認識されるに至った。 
○ まず質が高く、整合性を担保した歴史的文書を保存すること。また、いずれ廃棄

される文書についても中間段階における市民のアクセス権を担保する、という点で

もこのような各省とアーキビストの連携が重要である。 
○ このような主旨で、2001 年の首相通達が準備された。これが首相通達の形で出
されたのは、この通達を国の機関、地域・各県に強制的に課すことを明らかにする

ためであり、これは官報にも掲載された。 
○ このシステムの導入は、フランスにおいては元々漠然と存在していた省庁の機能

をはっきりさせ、責任を明確化し、その枠組みを改善したものである。省庁の果た
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す責任の内容をよりプロフェッショナルなものにしようとするもの。システムの定

着のプロセスは長期的なもので、現在もまだ続いている。昔は、文書というのは、

専門の管理者もなく、適当な人に管理させていたが、それを専門性を持った担当官

に管理させるという主旨が、通達に盛り込まれた。 

○ この首相通達では、2つのポイントがある。まず各省庁の上層部、県の知事など

のトップに対して、文書管理の責任者が省庁、あるいは県の側に置かれなければな

らないことを認識させることであり、第 2にその担当責任者の存在をうたうのみな

らず、各省の担当者が中間書庫にある間の文書管理の実質的な責任を担うのだ、と

いうことを盛り込んでいることである。最終的に永久保存文書をアーキビストに渡

すわけだが、中間書庫にある間は、利用するニーズを持つ市民、将来の利用者、ま

た公文書館に対して、各省庁が責任を持つべきなのである。 

○ フォンテーヌブローの現代公文書センターにおける中間文書管理をやめ、各省で

中間文書管理を行う制度に変更したが、そのことで最も良かった点は、公文書の管

理について、アーキビストのみならず、文書作成者である各省庁の責任でもあるこ

とがはっきり示されたことである。このような制度改革がなければ、各省は文書管

理についてはアーキビストだけの責任であるという態度を変えなかっただろう。 

 

３．ミシヨネール（missionaire) について 

○ 各省への検査の実施、助言の提供を行う者であるが、その者は公文書館局の担当

官であり、これらの担当官を省庁に対しての「派遣者」という意味で、ミシヨネー

ルと呼んでいる。大きい省庁では 1名が 1つの省を担当するが、小さい省庁では 1

名が 2省担当している場合もある。 

○ ミシヨネールは、国の省庁担当については専任である。 

○ ミシヨネールはコンサルバトゥールという資格（注：グランゼコールの国立古文

書学院を修了した最も高い専門教育を受けた者）を持つ専門家であるが、省に派遣

された場合は、省庁で何人かのチーム（ミシヨン）を形成している。部下の担当官

は、各省から給与を支払われている各省の職員である。この部下の人々が、中間書

庫の管理、フォンテーヌブローの現代公文書センターへの移管の作業を実際に取り

行っている。一方、省庁ではなく普段公文書館局にいるミシヨネールは、コントロ

ール権を発揮するときのみ担当の省に赴くが、例えば問題が起こったときには、助

言をして、専門教育を受けた担当官を派遣し問題を解決させる、という事例もある。 

○ こういった専門教育を受けた担当官を雇用することは、首相通達でも謳われてお

り、徐々に広まりつつある。公文書館局でも、文書管理に力を入れることは、業務

の効率化にも役立つと各省を説得しているところである。 

○ ミシヨネールは、フォンテーヌブローの現代公文書センターに所属している。 

○ ミシヨネールの人事については、人事管理は文化通信省である。優れた人材が他
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省から請われて異動する場合もあれば、逆に業績が悪くて異動させられることもあ

る。在任期間はだいたい 2年～5年である。現在は、様々な省庁を経験させるため、

在任期間を短くする傾向にある。 

○ ミシヨネールとなる者の特徴として、その責任の重さとは対照的に若い人が多い。

派遣される者は高い専門性を持つ者であるが、彼等はミシヨネールを通じて学べる

ことがたくさんある。現実の課題に直面し、文書の収集や各部局とのコミュニケー

ションの方法を学び、ダイナミックに仕事をしなければならない。専門職として興

味深いオンザジョブトレーニング的な側面の強い職場である。ミシヨネールは、長

期にわたって専門教育・訓練を受けた者で、現用文書についても専門教育を受けて

いる。アーキビストの資格を持っている人の中でも、交渉にたけ、強力に業務を進

めていく人がミシヨネールに向いているだろう。 

○ 省によってミシヨネールの在り方が異なるが、現在の傾向としては、協定文書を

作って、双方の代表がサインすることにより、ミシヨネールの目的と機能、受け入

れ側の部局に所属する担当官の責任を明らかにすることになっている。 

○ 各省の組織の中のどこにミシヨンが位置づけられているかも重要である。多くは

大臣官房に設置されているが、最近では行政管理部局に置かれる場合も多い。重要

なのは、部局横断的に機能し、権限を行使できるような立場が与えられるかどうか

である。資料部的な部署や技術革新担当部などに組み入れられるものではない。 

 

４．中間書庫の管理 

○ 中間書庫の管理は、公文書館局が検証を行い、中間書庫で適切な文書が適切に保

存されているかを確認する。文書の保存環境を検査する、あるいは、廃棄の最終的

許可は公文書館局の代表者が出すのだが、適切な廃棄が行われているか等の検査も

行う。 

○ 公文書館局のコントロールには「助言」という側面もある。移管等の具体的な手

続き、様々なツール作成、各省で共有化できる作業文書等の提供を行っている。例

えば、省庁や県庁等が利用できるイントラネットを作成しており、アーカイブにつ

いてのページを作っている。 

文書管理のためには、文書のライフサイクルを表す管理表を作成するが、作成し

た後も、時代の変化に合わせて評価選別の方法も変える。管理表の作成基準は、公

文書館局公文書管理政策・省庁間調整課という課が担当している。処理方法の策定

作業は、ある文書群について、文書を作成する省庁、その文書を検査する可能性の

ある省庁（注）、公文書館局、から構成される作業部会で作られる。その作業部会

には、関係省庁のミシヨネールが参加する。 
（注） 

「検査する可能性のある省庁」とは、例えば、政府調達関係文書について、膨大な入札
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応募文書のうち落札できなかった業者の応募書類は、制度上、会計検査院にとっては必要

な場合がある。あるいは入札結果に不服申立てが行われる可能性があることから、司法省

にとって必要な場合がありえる。したがって、政府調達関係文書については、財務省、司

法省、文化通信省（公文書館局）がサインすることになる。 

 
○ 中間書庫に集められる文書の移送基準は各省で異なっている。その省の持つ保存

スペースにも左右される。 

○ 中間文書の書庫と現用文書の書庫は区別されており、一般に、現用文書は事務所

内のキャビネットや廊下のロッカーにある。 

○ 中間書庫についての予算は、例えば、各省庁の中間書庫の設備拡張予算などは各

省の負担である。公文書館局の予算は複雑だが、派遣者の給与は文化通信省の予算

である。 

 

５．その他 

○ 新たな改革 

公文書館局と国立公文書館の役割を明確化させるための改革が現在進行中であ

る。具体的には、ミシヨネールが、公文書館の組織である現代公文書センターでは

なく、公文書館局に所属させるという動きがある。 

○ 文書管理業務の重要性の周知   

   外務省では、外務省独自の担当官が文書管理を行っている。公文書館局からの働

きかけにより、文書管理の担当官は、公務員のＡＢＣの３つのカテゴリーのうち、

Ｃカテゴリーにあたるが、そのＣカテゴリーの採用試験に、「文書管理」の科目が

加えられた。さらに採用された担当官が、実際に文書管理担当になった場合、公文

書館局で研修を行っている。年間４－５件は研修を行っている。これらの積み重ね

が、文書管理は水準の高い専門的な業務であるという認識を高めている。 

○ 公文書館局の組織 

1998 年以来、公文書館局の最高責任者は、ENA（グランゼコールの１つ、École 
national d’administration（国立行政学院））を卒業した、非常に高い地位の行
政官である。そのすぐ下にいる 2番目の者も ENA卒業生である。さらにその下の
それぞれの専門部局、さきほど例に挙げた部局を含むすべての部局の責任者は、国

立古文書学院出身のアーキビストである。 
今後の現用文書の責任者は国立古文書学院出身のコンセルヴァトゥールになる

可能性が高いが、まだ決定されていない。 
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Ⅱ．雇用社会連帯省（Ministère de l'emploi, de la cohésion sociale et du 
logement, Ministère de la santé et des solidarités） 

   Hélène Lhoumeau  Chef de la mission, Mission des archives nationales 
    （エレーヌ・ルモー 国立公文書館派遣ミシヨン長） 
 

 

１．ミシヨンの歴史的経緯 

○ 19 世紀以来、特に第一次対戦と第二次大戦の対戦間から、各省の公文書の公文

書館への移管が行われてきた。しかし、実際の公文書の収集と移管については、各

省の意向次第で、積極的な省庁は進んで移管を行ったが、そうでないところもあっ

た。 

○ 例えば、雇用社会連帯省は労働省(1906 年設置)と保健省（1920 年設置）が統合

してできたが両省の公文書の移管は、1960 年代に入るまで全く行われていなかっ

た。 

○ 現在のミシヨン（注 ミシオネールの下に置かれる部署）の設置や作業は、第二

次世界大戦後に、国立公文書館のコンセルヴァトゥールが各省の文書の管理・移管

業務に関与して始まったものである。最初に公文書館のコンセルヴァトゥールが関

わったのは内務省であった。内務省は、第二次世界大戦中、ドイツにより多くの公

文書が差し押さえられ、また戦後直後はソビエトの赤軍も公文書を持ち去った。（こ

れはモスクワからつい最近になって返還された。）このように、戦争中に公文書に

大きな打撃を受けた内務省からミシヨンの設置が始まり、1952 年に初めて内務省

へミシヨネールが派遣された。その後少しずつ、ミシヨンが各省に広がっていった。

設備省、国民教育省が比較的早くミシヨンを設置し、現在ではほとんどの省に担当

官が置かれている。当省のミシヨンは 1978 年に置かれた。設置年は遅いほうであ

るが、実は最も遅かったのは（公文書館局を所管する）文化省である。 

 

２．ミシヨンの機能 

○ ミシヨン設置の当初の主な機能は、当時各省庁が所有していた歴史的文書を収集

して、公文書館に移管することであった。移管の方法などは、各省によって異って

いた。労働省と保健省については、1960 年代からやっと移管が始まった。大量の

文書がフォンテーヌブローの現代公文書センターに送られたが、整理も選別も行わ

れないまま、ただ袋詰めしただけのものだった。ミシヨンの最初の目的は、移管を

定期的・体系的なものにし、選別し目録も付けた形で移管が行われるようにするこ

とだった。最初の数年間は、ミシヨネールが地下室にこもり文書を整理する、とい

う状況が何年も続いた。 

○ 1980 年代に入って、真の意味でのミシヨンの活動が始まった。特に文書の収集
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について、文書作成段階から準備して適切な収集を図るようになり、あまり使われ

なくなった文書を中間文書として収集し中間書庫に保存することも、このころから

始まった。文書管理のツール、関連資料なども各省が持つようになり、各省で文書

を予め整理し、移管をスムーズに行う形が整ってきた。今日では、もともとミシヨ

ンがめざしていた、①各省庁にサービスを提供し、省庁の文書の管理や保存を円滑

に行う ②公文書館に移管されるべきものを適切に選別し移管の準備作業に資す

る という業務が実際に行われるようになっている。 

○ ミシヨネールが行っている中間文書管理についての助言や支援は、その省庁にお

けるミシヨンの置かれた部署によって異なる。ミシヨンが省庁の内部組織の文書管

理部門という位置づけになっているところでは、2001 年首相通達に謳っているよ

うな中間文書の管理を行っている。しかし省庁の内部組織の中にミシヨンが位置づ

けられていないところでは、ミシヨネールは、一時的に科学的技術的コントロール

が必要なときにのみ、かかわることになる。 

○ ミシヨンの役割を定めた共通文書がないので、ミシヨンのあり方、介入の仕方は、

省によってまちまちである。例えば、設備省の中間文書を管理している部局は、コ

ンセルヴァトゥールが率いているわけではなく、公文書館局の担当官が介入するの

は科学的技術的文書の確認検証を行うときに限られている。 

○ ミシヨネールは２つの性格を持っている。１つは公文書館局の側が実施するコン

トロールを行うコンセルヴァトゥールとしての役割であり、１つは置かれている省

庁の立場で、現用文書の管理を行う、という側面である。 

 

３．システムの標準化 

○ 各省庁ごとに文書管理の手法は異なっていたが、ミシヨネールが派遣されるよう

になって、ミシヨネール同士のネットワーク化が図られ、そのネットワークを通じ

て管理手法等の共通化が行われ、共通のルール、ツールも作られ始めている。（各

省庁に派遣されているミシヨネールが 1ヶ月に 1回集まる会議においても、情報交

換等を行っている。） 

○ しかし現在でもミシヨンの設置のされ方、書庫のスペース等、個別の事情があり、

文書管理の実施状況は省ごとに異なっている。各省庁の組織内に設置されたミシヨ

ンと、その中核にあるミシヨネールは、同じ教育を受けたコンセルヴァトゥールで

あり、目指すゴールも共通であることから、共通化の機運が生まれている。 

○ また、現在、各ミシヨンを統括する部局が公文書館局に設置されており、その部

局が統一化の役目を果たそうとしているところである。 

 

４．雇用社会連帯省のミシヨンについて 

○ 雇用社会連帯省においては、ミシヨネールであるルモー氏がミシヨンの長である。
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ミシヨンの運営経費は省側が負担している。人員はルモー氏を含めて 10 名で、ル

モー氏以外の 9名は人事・給与とも雇用社会連帯省の管理下である。ルモー氏以外

に、行政人事上のＡカテゴリーの管理職３名（アシスタントチーフ）、中間管理職

１名がおり、残りは事務職員である。Ａカテゴリーの管理職 3人は、大学院で専門

教育を受け、アーカイブズのＤＥＳＳ（高等専門教育免状）を得たアーキビストだ

が、それ以外は、以前は運転手や秘書などを担当していた者である。 

○ ルモー氏以外の大半は、恒久的にミシヨンに所属するわけではなく、省内の他部

署に異動する。ただし 3人の管理職のアーキビストは、3年間の任期付で採用され

ており、終身国家公務員（フォンクショネール）ではない。 

○ ミシヨンの位置づけであるが、雇用社会連帯省のケースは特殊で、組織図上どこ

にも所属していない。 

○ ミシヨンの業務の中心は省内の文書管理であり、そのほか検査・確認（コントロ

ール）する業務がある。 

業務は大別して以下の３点であるが、1人が複数の業務を兼務している。 

１） 書庫に移送された文書の管理 

２） 文書分類等、文書そのものを取り扱う文書管理 

３） 一般事務・人事等 

○ なお、ミシヨネールのみが行ことが出来る業務は、科学的技術的な文書のコント

ロール、すなわち廃棄すべき文書の識別、廃棄及び移管の許可、文書管理表の確認

と認可等である。 

○ また、文書管理について公文書館局に報告することとなっている。旧労働省及び

旧保健省の双方の局長にも報告するが、手続きについては、よくわからないところ

もある。複雑であり、不安定な面もあるが、実務を自由に行える、という側面もあ

る。 

○ ミシヨンが存在できるのは、省庁に実質的なサービスが提供できる限りにおいて

であり、ミシヨンを義務付ける規則がないため、省の役に立っていることが明らか

でなければ存在意義が疑問視されてしまう。 

○ ミシヨンが設置される以前は、文書目録も無かった。誰でも書庫に入れて、各部

署が勝手に文書を箱に詰めて持ち込んでいた。1996 年にミシヨンが設置されて以
降、書庫が整理された。当省は 1960年代まで全く国立公文書館への移管が無かっ
たので、移管が始まるまでに散逸した文書もあったと思われる。 

○ 当省において、ミシヨンが直接文書管理に関わっているのは、本省の部局のみで

ある。所管の公共機関（agence）については、直接管理は行わず、指導・助言のみ
行う。大きな公共機関には文書管理の部署を設けるように奨励し、約 12人のアー
キビストが雇われている。 
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５．雇用社会連帯省のミシヨンの具体的な業務内容について 

① 管理表の作成 

○ 文書管理のベースとなる文書管理表であるが、これは各部局と協議して決めて

いるもので、文書を何年保存し、いつ廃棄するか、などを定めた基準表である。

定期的に担当部局の代表と話し合いを行い、それぞれの部局がどんな機能を持っ

ていて、どんな文書を作成・受領するのかを把握する。リストアップした文書に

ついて、法的観点、アーカイブズの専門的観点から分析を行い、保存期間を定め、

公文書館への移管か、廃棄かの最終的な処分を決定する。 

○ 課、局、それぞれの規模で管理表を作成するが、省が所管している外部機関に

ついても作成する。いったん表が作成されると、公文書館局のミシヨン担当局と、

フォンテーヌブローの現代公文書センターの両方で表を把握する。ミシヨネール

が行う科学的技術的コントロール、文書の廃棄、公文書館への移管もこの表に基

づいて行われる。 

○ 管理表の形式は、各省庁のミシヨンや県の公文書館も同じ形式を使っており、

公文書館局で作成したものである。明文化されていないので標準化とまでは言え

ないが、実態としては、全ての省庁に共通化されているものである。項目として

は、下記のものを含む。 

・ 文書のカテゴリー 

・ 行政的・法的に見た保存期間 

・ プレアーカイブ化（オプション） 

・ 最終的な処分（Vまたは C－公文書館への移管、T－一部サンプルとして移
管、Dまたは E－廃棄） 

・ 備考（選別の基準、コメント、最終責任部署等） 
○ 現在、国の省庁の部局の 92％がこのような文書管理表を持っており、現在適

用されている。今後、公共機関を含め、全ての国の行政機関にこの文書管理表を

通じた管理を拡大していくのが目標である。当省は 2つの省から構成され、それ

ぞれ 6と 11 の局があり、関係機関は全部で 200 ある。これをミシヨンの 10 人で

フォローしている。 

② 移送文書の明細表 

中間書庫への移送文書の明細表は各部局がミシヨンに対して提出するもので、中

間文書、最終文書両方に対して使用するものである。ミシヨンの管理下に入る文書

は全て記載される。移送のための文書の梱包は部局で行い、この明細表を添付して

中間書庫へ移送する。１箱ごとに文書の内容を記述するようになっている。明細表

には、部局名、責任者名と連絡先、移管文書の箱数、文書内容の簡単な分析、一番

古い資料と一番新しい資料の年代等を記載。オリジナルを 2部作成し、ミシヨンと

部局が両方でサインして、1 部はミシヨン、1 部は部局が保存する。移送されたと
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き、フォームにコードを付けて、書庫の位置を明確化する。公文書館に移管するま

での間は、各部局からはこのフォームを元に文書の照会を行う。 

③ 文書廃棄について 

○ 各部局で文書の廃棄を行うためには、公文書館局の許可を得なければならず、

ミシヨネールが公文書館局を代表する立場であり、廃棄を許可する。申請書の記

載内容は、部局、廃棄対象文書の記述、日付、分量となっている。この廃棄許可

申請書をミシヨンと部局用に 2 部作り、共同でサインする。文書管理表で廃棄、

とされたものしか廃棄できない。中には管理表がない文書も場合もあり、その場

合はミシヨネールと当該部局との合意により廃棄を許可する。 

○ 残念ながら、このような手続きを経ずに廃棄されてしまう例もある。許可のな

い廃棄は違法であるが、やはり存在しており、ミシヨンはなんとかそれを食い止

めようとしている。許可なく廃棄を行った場合は刑法で有罪となり、禁固刑、罰

金刑が科せられる。不法な廃棄を見つけた場合は公文書館局が警察に届けること

になっているが、実際に教育･指導の観点に立ち、そのようなことは行っていな

い。ミシヨネールとして、1年間に 4.5km の文書を廃棄するという目標を立てて

いる。一方、実際には年間 1-1.5km の文書の廃棄されている。 

④ 年次報告の作成 

当省では、ミシヨンが月例・年次報告を作っており、それがそのまま省の年次報

告になっている。公文書館局のミシヨン担当局が、各省のミシヨンの報告を全て持

っている。2001 年通達後 1 年後に、ミシヨンがまとめた報告書もその担当局で保

存されている。 

⑤ 中間書庫の管理 

○ 規模の大きい部署のみ、プレアーカイブ化と呼んでいる作業を行い、いつから

移すということを明記する場合もあるが、全ての部局で行っているわけではない。

プレアーカイブ化を行っている部署では、いつまで事務室にあり、いつから中間

書庫に入るか、という時期が明記される。プレアーカイブ化作業においては、各

部局と協議して、どのようにして移送し、中間書庫に入ってからの閲覧をどうす

るか、を決める。このような作業は、すべての省庁で行われているわけではなく、

書庫がないところもある。当省では書庫は前からあったが、以前は物置のように

使われていた。 
○ 当省でミシヨンが管理する中間書庫は 6.5km だが、その他に、各部署の文書保

存スペースがあることはミシヨンで把握していて、コントロールもしており、定

期的にそれらの書庫を回って、部局がそれらの書庫をきちんと管理するよう、指

導している。 

○ 文書管理表をシステマティックに活用することで、ミシヨンでは各部局がどの

ような文書を作成しているかを把握する。実際に移管すべき文書が移管されてい
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ない、というようなことも、管理表を通じて把握する。 

○ 公文書館に移管されるのは年間 300-350m ほどである。（フランスは、文書作

成を標準化されておらず、規制がないため、各省庁各部署で自由に作成している

状況で、文書の総量を見積もるのがたいへん難しいため、文書作成量の何％と回

答することは困難である。） 

○ 各部局からの中間書庫への移送が増える一方で中間書庫の収容能力が限られ

ていることから、これ以上移送及びそれに続く移管を進められない状況である。 

○ 公文書館への移管についても、実際には、国立公文書館の収容能力によって、

移管が滞ることは避けなければならないと考えている。フォンテーヌブローの現

代公文書センターの書庫が一杯になったからといって、移管を停止する、という

ことはあってはならない。定期的な公文書館への移管というのは、近年やっと軌

道にのってきたことであり、それを単なるロジスティックな理由で滞らせてはな

らない。 

⑥ 各部局との交渉 

○ 各部局と交渉を行って文書管理について理解を求めているが、それは現在も続

いている。 
○ 各部局を説得するためには、各部局に対し、現在作成している公文書は 50年、

100年後に歴史的文書となって後世の研究の役に立つ、と啓蒙することである。 
○ また、物理的管理の観点から、・中間書庫を導入すれば、事務所内の雑然とし

た状況が整理され、保存スペースのために高い賃貸料を払う必要もなく、業務の

効率化が図れる、という点が 1点。・2番目には、公衆衛生の部署等に説得力が
あるのだが、法律に基づいて文書が必要な場合や、訴訟になる可能性があるため

に文書保存が必要であるという点。・3番目には組織論的アプローチで、管理表
のような、ミシヨンが提供するツールを使うことで、各部局の機能がよく把握で

き、文書管理の流れを分析することにより業務の機能の問題点が明らかになる、

という点。クオリティ改善の担当部局等が、管理表ツールを使って、組織の建設

的な構造改革を行おうと提案してきた例もある。これらの論拠がどのように効果

を発揮するかは、省庁の事情により異なる。 
○ 省内にミシヨンの役割を説明するためのパンフレットを配布している。機能、

用語説明、参考文献などを盛り込んで情報提供を行っている。イントラネットで

も提供する予定。 

 

６．その他 

① ミシヨネールのキャリアパス 

○ ミシヨネールのポストは決して、アーキビストの世界ではいいイメージのもの

ではない。ルモー氏は、国立文化遺産学院を卒業したあと希望したのはこのポス
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トではなかった。仕事を始めてみて、今は面白くて仕方がないと感じ、やりがい

のあるポストだと思っている。なぜマイナスイメージがあるかというと、まずミ

シヨネールの仕事の内容が知られていないこと、もう１つは、アーキビストの世

界では現用文書についての関心が低い、ということがある。この仕事の実態が知

られていないので、良くないイメージとなっている。 

○ コンセルヴァトゥールの中でも、ミシヨネールのみが、文書の作成者と直接コ

ンタクトを持つ。通常、国立公文書館や県の公文書館のコンセルヴァトゥールは、

最終的に保存する文書を収集し受入れることしか行っていない。ポリシー作成に

関わることがあっても、文書作成の現場と関わることはない。個人的には、今後

歴史的な古文書のみ取り扱う管理保存のポストにつきたいとは思っていない。電

子文書化が進むにつれ、文書作成者とのコンタクトの意義はより高まっていくだ

ろう。 

○ ミシヨネールの将来のキャリアプランはよくわからないが、ミシヨネールのほ

とんどは、国立文化遺産学院を卒業してすぐ、この職に就いており、ごく稀に県

の公文書館から異動してくる例がある。ミシヨネールを務めた人は、その後かな

り多くの人が県の公文書館長のポストに異動する。というのも、１つにはポスト

が多い、ということもあるが、仕事の内容が多岐にわたり、ミシヨネールの仕事

に一番近いからであろう。県の公文書館長は、文書の保存、収集、行政機関や研

究者への閲覧等多面的な業務を行わなければならない。 

② 国立古文書学院の教育について 

ルモー氏が学んでいた当時の国立古文書学院の教育は、かなり学問的、理論的な

もので、歴史学中心のものだった。その後教育改革が行われたとのことで、現在の

状況はわからないが、ミシヨネールの業務に直接役立つものはほとんどなかった。

国立古文書学院卒業後に進んだ国立文化遺産学院では、かなり実践的なことを授業

と実習を通じて学んだ。しかし、就職して初めて直面することも多かった。 
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Ⅲ．公文書館局（Direction des archives de France) 
Pascal Even  chef du Departement de la Politique archivistique et de la coordination 

（パスカル・エヴァン 公文書管理政策及び省庁間調整課長） 

 
課の業務 

１． 文書管理の標準化に関する各省等調整。 
各省等と密接に協議しながら、以下の指示を行う 
・ドキュメントスクリーニング。 
・文書管理表の作成。 
① 通達について 
・ 文書に関する通達は年間１０本くらい発効される。 
・ 通達内容は、司法文書、教育、文化等様々なテーマにおよび、行政機関のみな

らず公的な活動を行う民間団体も対象に含まれる。 
・ 立案の作業部会には、関係省庁のミシヨネール(missionnaire）に関わっても
らっている。 

（具体的な例） 
「司法文書の振り分けに関する通達」 
・ 公文書館局の当課と司法省と協議するが、その作業部会には、司法省のミシ

オネイルのほか、アーキビスト、歴史家も参加。 
・ 通達の目的は、行政使用期間の決定及び行政使用期間後の文書の処理。 
・ 文書の処理は、①廃棄②永久保存③選別しサンプル化 の３通り。 
・ 通達案は、公文書館局の審査担当でチェックされる。 
・ 本通達は、・文化大臣、・公文書館局のディレクター、司法省大臣、司法省

のミシヨネールが署名し共同で発効する。（どの通達も、文化省と関係省庁と

の共同で発効される。） 
・ 通達は関係省庁へ配布される。 
② 文書管理表の形態について 
・ テーマ別に並べられた文書名欄 
・ 最終処分欄 Ｃ：保存 Ｅ：廃棄 Ｔ：サンプル化 
・ 閲覧期間欄 
・ 備考欄 コメントがあれば記載 
これが基本的な管理表の形態であるが、各省各部局の特性によって管理表をアレ

ンジできることとなっている。当課は全般的な枠組みを決定するのみである。 
管理表作成の目的は、文書の移管の円滑化であり、移管作業のベースとなるもの

である。 
２．公文書に関する法案等の企画・立案作業、閲覧の審査 
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  ① 法の具体的な実施規定の作成作業も行っている。 
② 閲覧の例外規定に関する業務 
・ 国、地方すべてを当課が一括して担当している。 
・ 一般利用者が閲覧不可の文書について閲覧申請し、当課が審査の上、例外規

定を適用することで閲覧可能とする。 
・ 年間約４，３００件 
・ 所定の申請様式に記入の上、公文書館局へ提出し移管元の部局に諮る。 
・ 公文書館局のディレクターが署名して本人へ結果を通知する。 

３． 民間文書の購入 
・ 国立公文書館で保存するために購入するとともに、全国の公文書館に民間に保

存されている文書を紹介している。 
 
 改革への取組 

○ 現在進行中の改革は、達成されれば各省のミシヨネールの立場が明確になる。 
○ 現在は、公文書館局と国立公文書館の中間に位置するような曖昧な立場である

が、改革されれば公文書館局に所属することとなる。  
○ 各省間ポリシーを作成し、全体的なビジョンを把握し、各省を横断的に見るこ

とが理想であるが、現実は、歴史的経緯により各省にバラバラにミシヨンが設置

され、各省のミシヨンがフォンテーヌブローへの移管の準備を始めてしまったた

め、公文書館局は全体を把握出来ていない。 
○ 各省のミシヨンは、各省の歴史的経緯やミシヨンに対する予算措置等によって、

様々なものとなっている。 
○ ミシヨネールに対する支援のチームがフォンテーヌブローに設置されたが、こ

のチームそのものも位置づけが公文書館局と国立公文書館との中間的な位置づ

けだった。 
○ ２００２年に公文書館局の改革が行われた。各省のミシヨンの活動は、公文書

館局が中心となったグループ化を構築し円滑な各省調整を目指すこととなり、当

課が設置された。 
○ しかしながら、２００２年以降も実際には特段変わっていない。なぜなら、各

省のミシヨンの位置づけがこれまでと同じであり、また改革の機運も高まってい

ない。 
○ 理想は、各省の文書管理の問題を把握・分析し、包括的なビジョンを持つ事で

あるが、現在は、そこまでいっていない。 
○ 現状は、通達を立案する際に設置する作業部会に関係省庁のミシヨネールに関

わってもらう程度である。これは歴史的経緯からそうなっている。どちらかと言

えば、公文書館局は各省庁との連携ではなく、地方とのアーカイブネットワーク
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の構築に関与しているという現状である。 
○ ２００６年は、公文書館局が各省のミシヨンに対する権限を得る改革を行う。 
○ 文書管理の標準化と各省調整は公文書館局が統括したいと考えている。 
○ 改革によって、各省ミシヨネールは、公文書館局の所属となる。これまでは、

各省ミシヨネールは、フォンテーヌブローの公文書館の所属だった。公文書館は

５箇所あるが、それぞれに歴史がある。そして、ある程度の独立性がある。パリ

の歴史センターとフォンテーヌブローとではポリシーが違う。 
○ 現在の改革は、公文書館局が上位となって広範囲のビジョンを把握することが

できるようにする。これで全国的に整合性のあるものとできる。 
○ 今は、各省ミシヨンは独立性を持っていて公文書館局に従う訳ではない。非常

にわかりづらいものとなっている。 
 

 各省のミシヨネールについて 

○ 各省のミシヨネールは、若いアーキビストがほとんどである。その理由につい

ては、ミシヨネールの所掌が現用文書の管理であるが、アーキビストの世界では、

現用文書より古文書のほうが価値があるというイメージがある。したがって、選

択権のない若いアーキビストは、ミシヨネールに配属されるのである。ミシヨネ

ールは、一番最初のキャリアということになる。 
○ 人事はすべて公文書館局の人事担当が行っている。 
○ ミシヨネールでの経験は、公文書館局のポリシーメイキングに役立つので、有

能な者は公文書館局に配属されることもある。また、新たな改革でミシヨネール

は公文書館局の所属となるので、同じ組織となり異動がさらに容易となる。 


